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 第１章 経営戦略策定の趣旨 

 

（１）経営戦略策定の背景 

本市の水道施設は、昭和 40 年代の創設期に整備されたものが多く、施設の更新の

時代を迎えています。創設時に急速に整備された施設は、同時期に耐用年数に達する

ため、施設の機能が損なわれる前に、計画的に更新していく必要があります。また、

今後の人口減少社会の到来によって、水需要の減少による料金収入の減少が見込まれ

ており、経営の厳しさが増していくことは必至です。 

公営企業である水道事業は、住民の日常生活に欠くことのできない重要なサービス

を提供する役割を果たしており、将来にわたりサービスの提供を安定的に継続できる

ように総務省から中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定するよう要請

されています。 

本市の水道事業は、令和３年度（2021 年度）より実施している「新座市上水道第

７次施設整備事業計画」に基づき、安全で強靭な水道の持続を掲げ、災害に強く、し

なやかで、安全な水道を目指し、水道施設の更新や震災対策を推進しています。 

また、国土交通省において計画的な施設更新と財源の確保の観点からアセットマネ

ジメント手法を活用した中長期の更新計画を策定し、ライフライン機能の持続的な確

保に努めると同時に、水道の事業基盤の強化や財政マネジメントの向上等、時代の要

請に対応することが求められています。 

 

（２）経営戦略策定の目的 

本市では、市民の生活基盤である水道サービス水準の維持向上を図るとともに、将

来にわたり安定的・継続的な事業経営を推進するため、中長期的な経営の基本計画で

ある「新座市水道事業経営戦略」（以下「経営戦略」という。）を平成 30 年度（2018

年度）に策定しました。 

経営戦略は中期的な基本計画であることから、現行の経営戦略の取組等の状況を踏

まえ、PDCA サイクルを活用し、計画の進捗管理を持続的に行うとともに、5 年を経

過した時点で本計画を評価する必要があります。 

また、昨今の動力費等の物価上昇や県水受水単価の動向、施設の将来の方向性を示

した「新座市水道施設再配置基本計画」を踏まえた計画に見直す必要があるため、経

営戦略の見直しを行います。 
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（３）経営戦略策定の位置付け 

総務省から「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成３１年３月２９日策定）、「「経

営戦略」の改定推進について」（総財公第 6 号、総財営第 1 号、総財準第 2 号、令和

４年１月２５日）、「経営戦略策定・改定マニュアル」（令和４年１月２５日改定）が

公表されました。 

策定した経営戦略に沿った取組等の状況を踏まえつつ、PDCA サイクルを通じて

質を高めていくため、３年から５年内の見直しを行うことが重要であり、「新経済・

財政再生計画改革工程表 2023」（令和 5 年 12 月 21 日経済財政諮問会議決定。）

において、経営戦略の見直し率を令和７年度（2025 年度）までに 100％とするこ

ととされています。 

見直しに当たっては、以下の事項を投資・財政計画に盛り込むことが求められてい

ます。 

 

① 今後の人口減少等を加味した料金収入の的確な反映 

② 減価償却率や耐用年数等に基づく施設の老朽化を踏まえた将来における所要 

  の更新費用の的確な反映 

③ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動力費等の上昇傾向等の的確な 

  反映 

④ ①②③等を反映した上での収支を維持する上で必要となる経営改革（料金改 

  定、広域化、民間活用・効率化、事業廃止等）の検討 

⑤ ①～④の事項を情勢変化に合わせ的確に反映できるよう、経営戦略は「３～ 

  ５年毎に改定すること」（経営戦略策定・改定ガイドライン） 

 出典：「経営戦略」の改定推進について 

 

（４）計画期間と見直し時期 

本経営戦略の計画期間は、令和 7 年度（2025 年度）～令和 16 年度（2034 年

度）とし、計画期間の中間時である 5 年経過後に見直しを行っていきます。 
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第２章 事業概要 

 

（１）事業の現況 

１）給水 

本市水道事業の令和 4 年度（2022 年度）末の給水人口は 165,467 人で、給水

普及率は 99.9％であり、実績１日最大配水量は 51,791ｍ 3/日となっています。  
 

表 2-1 給水の概要 

給水開始年月日 昭和 24 年 9 月 

計画給水人口 166,779 人 

行政区域内人口（令和４年度） 165,611 人 

現在給水人口（令和４年度） 165,467 人 

給水普及率（令和４年度） 99.91% 

計画１日最大配水量 53,870 m3/日 

実績１日最大配水量（令和４年度） 51,791 m3/日 

実績１日平均配水量（令和４年度） 47,561 m3/日 

実績１日平均有収水量（令和４年度） 45,109 m3/日 

実績１日平均受水量（令和４年度） 36,729 m3/日 

有収率（令和４年度） 94.85 % 

負荷率（令和４年度） 91.83 % 

有収水量密度（令和４年度）※ 7.22 千 m3/ha 

   ※給水区域内面積 2,280ha、年間有収水量 16,465 千 m3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

２）施設 

本市の令和 4 年度（2022 年度）における水道水源の内訳は約 77%が県水受水、

残りが自己水源(地下水)となっています。配水能力 55,280m3/日に対する施設利用

率（１日平均配水量÷配水能力）は 86.04％、最大稼働率（１日最大配水量÷配水能

力）は 93.69%となっています。 

 

表 2-2 施設の概要 

水源 受水、地下水 

受水比率（令和４年度） 77.22% 

浄水場（給水場）設置数 ４か所 

配水池設置数 ９か所 

管路延長（連絡管を除く） 420.1 km 

配水能力 
55,280 m3/日  

（自己水 17,280ｍ 3/日＋受水 38,000ｍ 3/日） 

施設利用率（令和４年度） 86.04% 

最大稼働率（令和４年度） 93.69% 

 

３）料金 

本市の現行水道料金（消費税等の転嫁に係る改定を除く）は、平成 14 年（2002

年）７月 1 日に改正されてから現在に至っています。 

表 2-3 本市の水道料金 

 

  上記の水道料金（基本料金＋水量料金）に消費税等を加算。 

使  用

水  量

mm 円 m3 円

13 470

20 670

11～20 90

25 1,800

30 3,600 21～50 110

40 7,500

51～100 150

50 14,000

75 38,000 101～ 190

100 60,000

臨時 290

150以上

1～10 58

市長が別
に定める

口径別 基本料金

水量料金

１m3につき
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４）組織 

本市水道事業の職員は、平成 26 年度（2014 年度）においては職員数 34 名でし

たが、平成 30 年度（2018 年度）から水道料金徴収等の包括業務委託を導入したた

め、職員数が減少しています。直近 5 年間の職員数はほぼ横ばいで推移し、令和 4 年

度（2022 年度）は事務職員 20 名、技術職員 9 名の計 29 名となっています。 

30 歳代以下の割合が増加傾向で推移していること、技術職平均経験年数が低下し

ていることから、今後は水道技術の継承と技術職員の確保が重要になります。 

 

表 2-4 水道事業の職員数の内訳と推移

 

    

図 2-１ 水道事業の職員数の内訳と推移 
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R3
(2021)
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(2022)

60歳以上 7 6 5 5 3 3 4 4 5 17.2% 71%

50歳代 5 4 2 0 1 3 1 1 1 3.4% 20%

事務職 40歳代 4 2 5 6 7 6 7 6 5 17.2% 125%

30歳代 5 5 5 5 3 2 2 3 4 13.8% 80%

(人) 20歳代 3 6 7 6 6 4 5 4 5 17.2% 167%

小計 24 23 24 22 20 18 19 18 20 69.0% 83%
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50歳代 7 6 4 5 4 5 3 3 1 3.4% 14%

技術職 40歳代 0 0 0 0 1 1 2 2 2 6.9%
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